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第１章 背景 

１ 気候変動の影響 

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤

に関わる安全保障の問題と認識され、最も重要な環境問題の一つとされています。既に

世界的にも平均気温の上昇、雪氷の融解及び海面水位の上昇が観測されています。 

２０２１年８月には、ＩＰＣＣ第６次評価報告書第１作業部会報告書政策決定者向け

要約が公表され、同報告書では、人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきた

ことには疑う余地がないこと、大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急

速な変化が現れていること、気候システムの多くの変化（極端な高温や大雨の頻度と強

度の増加、いくつかの地域における強い熱帯低気圧の割合の増加等）は、地球温暖化の

進行に直接関係して拡大することが示されました。 

個々の気象現象と地球温暖化との関係を明確にすることは容易ではありませんが、今

後、地球温暖化の進行に伴い、このような猛暑や豪雨のリスクは更に高まることが予測

されています。 

 

２ 地球温暖化対策を巡る国際的な動向 

２０１５年１１月から１２月にかけて、フランス・パリにおいて、ＣＯＰ２１が開催

され、京都議定書以来１８年ぶりの新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となるパ

リ協定が採択されました。 

合意に至ったパリ協定は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命

以前に比べて２℃より十分低く保つとともに、１．５℃に抑える努力を追求すること」

や「今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げたほか、附属書 I 国

（いわゆる先進国）と非附属書 I 国（いわゆる途上国）という附属書に基づく固定され

た二分論を超えた全ての国の参加、５年ごとに貢献（nationally determined contribution）

を提出・更新する仕組み、適応計画プロセスや行動の実施等を規定しており、国際枠組

みとして画期的なものと言えます。 

２０１８年に公表されたＩＰＣＣ「１．５℃特別報告書」によると、世界全体の平均

気温の上昇を、２℃を十分下回り、１．５℃の水準に抑えるためには、ＣＯ２排出量を２

０５０年頃に正味ゼロとすることが必要とされています。この報告書を受け、世界各国

で、２０５０年までのカーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。 
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３ 地球温暖化対策を巡る国内の動向 

２０２０年１０月、我が国は、２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体として

ゼロ※1 にする、すなわち、２０５０年カーボンニュートラル※2、脱炭素社会の実現を目

指すことを宣言しました。翌２０２１年４月、地球温暖化対策推進本部において、２０

３０年度の温室効果ガスの削減目標を２０１３年度比４６％削減することとし、さらに、

５０パーセントの高みに向けて、挑戦を続けていく旨が公表されました。 

また、２０２１年６月に公布された地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正

する法律（令和３年法律第５４号）では、２０５０年までの脱炭素社会の実現を基本理

念として法律に位置づけ、区域施策編に関する施策目標の追加や、地域脱炭素化促進事

業に関する規定が新たに追加され、市町村においても区域施策編を策定するよう努める

ものとされています。 

さらに、２０２１年６月、国・地方脱炭素実現会議において「地域脱炭素ロードマッ

プ」が決定されました。脱炭素化の基盤となる重点施策（屋根置きなど自家消費型の太

陽光発電、公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再エネ電気調達と更新や

改修時のＺＥＢ化誘導、ゼロカーボン・ドライブ等）を全国津々浦々で実施する、とい

ったこと等が位置づけられています。  

２０２１年１０月には、地球温暖化対策計画※3（以下「政府対策計画」という。）の閣

議決定がなされ、５年ぶりの改定が行われました。改定された政府対策計画では、２０

５０年カーボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進していくこと、

中期目標として、２０３０年度において、温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減

することを目指し、さらに、５０％の高みに向け、挑戦を続けていくという新たな削減

目標も示され、２０３０年度目標の裏付けとなる対策・施策を記載した目標実現への道

筋を描いています。 

また、地方公共団体については、自ら率先的な取組を行うことにより、区域の事業者・

住民の模範となることを目指すべきであることから、政府対策計画に即して、自らの事

務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のた

めの措置に関する計画（地方公共団体実行計画事務事業編）を策定し取り組むこととさ

れています。 

 

※1「排出を全体としてゼロ」というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理

などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意味しています。 

※2「カーボンニュートラル」とは、温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを意味しています。 

※3「地球温暖化対策計画」とは、地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画で、２０１６年５月に閣議決定された

ものです。 
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第２章 基本的事項 

１ 実行計画の目的 

紀勢地区広域消防組合地球温暖化対策実行計画（以下「実行計画」という。）は、地球

温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号。以下「法」という。）第２

１条第 1 項に基づき、政府対策計画に即して、組合が実施している事務及び事業に関し、

省エネルギー・省資源、廃棄物の減量化などの取組を推進し、温室効果ガスの排出量を

削減することを目的として、平成１８年度に策定し、さらに平成３０年度に第 2 次実行

計画、令和５年度からは第３次実行計画として策定しているものです。 

 

２ 実行計画の対象 

実行計画の対象範囲は、組合の全ての事務・事業とし、対象施設（各施設に配備された

車両を含む。）は、次のとおりとします。 

 

施設名称 建築年 構造／延べ面積 所在地（町） 

消防本部・ 

奥伊勢消防署 
平成９年 

鉄骨造 2 階建て 

延べ面積 1,565.16 ㎡ 
三重県多気郡大台町 

宮川出張所 平成８年 
鉄骨造 2 階（地下 1 階）建て 

延べ面積 476.61 ㎡ 
三重県多気郡大台町 

紀勢分署 平成８年 
鉄骨造平屋建て 

延べ面積 459.69 ㎡ 
三重県度会郡大紀町 

南島分署 平成２７年 
鉄骨造 2 階建て 

延べ面積 663.90 ㎡ 
三重県度会郡南伊勢町 

 

３ 実行計画の対象とする温室効果ガス 

温室効果ガスの総排出量の算定にあたり、法第２条第３項では、次の７種類の温室効

果ガスを対象としていますが、当組合の実施する事務及び事業においては、二酸化炭素

以外の温室効果ガスの排出量が極めて小さいことから実行計画で対象とする温室効果

ガスは、二酸化炭素（CO2）のみとします。 
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【実行計画の対象とする温室効果ガス】 

温室効果ガス名 地球温暖化係数※ 人為的な発生源 

二酸化炭素 

（CO2） 
１ 

電気の使用や暖房用灯油、自動車用ガソリン等

の使用により排出される。排出量が多いため、温対

法で対象とされる７種類の温室効果ガスの中では

温室効果への寄与が最も大きい。また、廃プラスチ

ック類の焼却等によっても排出される。 

【実行計画の対象としない温室効果ガス】 

温室効果ガス名 地球温暖化係数※ 人為的な発生源 

メタン 

（CH4） 
２５ 

自動車の走行や、燃料の燃焼、一般廃棄物の焼

却、廃棄物の埋立等により排出される。 

一酸化二窒素 

（N2O） 
２９８ 

自動車の走行や燃料の燃焼、一般廃棄物の焼却

等により排出される。 

ハイドロフル 

オロカーボン 

（HFCS） 

１，４３０など カーエアコンの使用・廃棄時等に排出される。 

パーフルオロ 

カーボン 

（PFCS） 

７，３９０など 

半導体の製造、溶剤等に使用され、製品の製造・

使用・廃棄時等に排出される（地方公共団体では、

ほとんど該当しない）。 

六フッ化硫黄 

（SF6） 
２２，８００ 

電気設備の電気絶縁ガス、半導体の製造等に使

用され、製品の製造・使用廃棄時等に排出される。 

三フッ化窒素 

（NF3） 
１７，２００ 

半導体製造でのドライエッチングやCVD装置の

クリーニングにおいて用いられている（地方公共

団体ではほとんど該当しない）。 

※地球温暖化係数とは、二酸化炭素を基準にして、ほかの温室効果ガスがどれだけ温暖化する能力があるか表した数字の

ことです。 

 

４ 実行計画の期間 

実行計画の期間は、政府対策計画に準じて次のとおりとする。 

 

計 画 期 間 
２０２３年度（令和５年度）から 

２０３０年度（令和１２年度）末までの８年間 
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５ 実行計画の基準年度 

実行計画の基準年度は、政府対策計画に準じて次のとおりとする。 

 

基 準 年 度 ２０１３年度（平成２５年度） 

 

６ 実行計画で用いる排出係数及び排出量の算定方法 

実行計画で用いる温室効果ガスの排出係数は、地球温暖化対策の推進に関する法律施

行令（平成１１年政令第１４３号。以下「政令」という。）第３条及び別表第１から算定

した値とします。ただし、電気にかかる排出係数は、年度毎に公表される環境大臣及び

経済産業大臣告示による実排出係数とします。 

温室効果ガスの排出量は、政令第３条の規定に基づき、事務及び事業で使用した燃料

等の使用料に排出係数を乗じて算定することとされています。 

なお、組合における温室効果ガス総排出量は、環境省から提供されている「地方公共

団体実行計画策定・管理等支援システム（LAPSS）を活用し、各月の施設ごとのエネル

ギー別使用実績を基に算定するものとします。 

 

燃料等の種類 温室効果ガス（二酸化炭素）排出係数 

ガソリン（L） ２．３２ kg-CO2/L  （令別表 1 より 34.6×0.0183×44/12） 

灯油（L） ２．４９ kg-CO2/L  （令別表 1 より 36.7×0.0185×44/12） 

軽油（L） ２．５８ kg-CO2/L  （令別表 1 より 37.7×0.0187×44/12） 

液化石油ガス（kg） ３．００ kg-CO2/kg （令別表 1 より 50.8×0.0161×44/12） 

電気（kWh） 

【環境大臣及び経済産業大臣の告示による実排出係数】 

※算定実績Ｎ年度の温室効果ガス排出量は、Ｎ年度告示・公表 

（Ｎ－１年度実績）値の実排出計数を用いる。 

 

【基準年度（２０１３年度）排出量算定に用いる係数】 

０．５１６ kg-CO2/kWh （平成２５年度告示・公表値） 
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第３章 温室効果ガスの排出状況及び削減目標 

１ 温室効果ガスの削減目標の見直し 

組合では、第 2 次実行計画に基づき温室効果ガスを２０１３年度から５．５％の削減

を目標として、地球温暖化防止対策を推進してきましたが、日本では、２０５０年カー

ボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進していため、政府対策計画

において、２０３０年度における温室効果ガスを２０１３年度から４６％削減するとの

目標が設定されたことから、組合の第３次実行計画においては、第２次実行計画での実

績を踏まえ、削減目標の引き上げるものとします。 

 

２ 基準年度（２０１３年度）における温室効果ガス総排出量 

基 準 年 度 （ ２ ０ １ ３ 年 度 ） 

温 室 効 果 ガ ス 総 排 出 量 
２１５．８ ｔ－CO2 

 

【施設別の基準年度（２０１３年度）温室効果ガス排出量※】 

 
消防本部 
奥伊勢署 

紀勢分署 南島分署 宮川出張所 合  計 

庁 
 

舎 

電
気 

使用量(kWh) 160,316.0 30,423.0 25,247.0 13,895.0 240,762.0 

排出量(t-CO2) 82.7 15.7 13.0 7.2 118.6 

Ｌ
Ｐ
ガ
ス 

使用量(kg) 427.4 215.6 192.7 924.1 1,759.8 

排出量(t-CO2) 1.3 0.6 0.6 2.8 5.3 

灯
油 

使用量(L) 2,510.0 1,860.0 2,070.0 1667.3 8107.3 

排出量(t-CO2) 6.2 4.6 5.2 4.2 20.2 

小計:排出量(t-CO2) 90.2 20.9 18.8 14.2 144.1 

車 
 

両 

ガ
ソ
リ
ン 

使用量(L) 12,186.5 5597.4 6414.9 2673.7 26,872.5 

排出量(t-CO2) 28.2 13.0 14.9 6.2 62.3 

軽
油 

使用量(L) 2255.1 570.8 567.3 255.2 3648.2 

排出量(t-CO2) 5.8 1.5 1.5 0.6 9.4 

小計:排出量(t-CO2) 34.0 14.5 16.4 6.8 71.7 

総排出量(t-CO2) 124.2 35.4 35.2 21.0 215.8 

※温室効果ガスの排出量は、政令第３条の規定に基づき、事務及び事業で使用した燃料等の使用料に排出係数を乗じて

算定します。 
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３ 第２次実行計画期間中における温室効果ガスの削減実績 

 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

削 減 率 １１．６％ １１．６％ １３．９％ １３．９％ 

平 均 削 減 率 １２．７％ 

削減となった

主 な 要 因 

・施設、機器の更新及び省エネ設備の導入等に伴う消費電力の減 

・灯油、LP ガス機器の廃止（オール電化） 

・職員の節電、省エネ対策の実行等 

 

４ 温室効果ガス総排出量を削減する数量的目標 

第２次実行計画期間中における温室効果ガスの削減実績をみると、２０１３年度比で、

平均１２．７％、２０２０年度及び２０２１年度には最大１３．９％を達成している。 

今後の庁舎改修、施設の統廃合及び省エネ技術の導入等を勘案し、組合としてさらな

る地球温暖化防止対策を推進するため、削減目標値を第２次実行計画時の５．５％から

引上げて２０％と設定し、さらに政府対策計画の目標値である４６%の高みにむけて取

り組むものとします。 

 

（１） 温室効果ガス総排出量の目標値（組合全体） 

温室効果ガス総排出量の削減率 ２０％削減（２０１３年度比） 

 

（２） 温室効果ガス総排出量の目標値（エネルギー別） 

対象項目 

温室効果ガス排出量 
目標削減率 ２０１３年度 

（基準年度実績値） 

２０３０年度 

（最終年度目標値） 

庁舎 
電  気 
LP ガス 
灯  油 

１４４．１ t-CO2 １００．９ t-CO2 ３０．０％ 

車両※ 
ガソリン 
軽  油 

７１．７ t-CO2 ７１．７ t-CO2 ０．０％ 

排出量合計 ２１５．８ t-CO2 １７２．６ t-CO2 ２０．０％ 

※車両については、基準年度から緊急出動の件数が増加しており、消防業務の性質上、緊急出動に使用する車両燃料（ガ

ソリン・軽油）の大きな削減は困難であることから、庁舎の温室効果ガス排出量の削減に重点をおいて目標を設定し

ます。 
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第４章 目標達成に向けた取組 

１ 取組の基本方針 

温室効果ガスの排出要因である、電気使用量、ガス及び灯油・軽油・ガソリンなどの

燃料使用量の削減に重点的に取り組みます。 

 

２ 具体的な取組内容 

（１）施設管理（電気、ガス、灯油等の使用）に対する取組 

項   目 取    組    内    容 

職員の行動

 

・休憩時間、時間外勤務、晴天時には不必要な照明器具の消灯及

び使用していないＯＡ機器等の電源を切る。 

・空調設備のフィルター類の掃除頻度を上げて送風効率を向上

させる。 

・クールビズ、ウォームビズを実施し空調設備の温度管理を適切

に行う。 

・ガスコンロやガス給湯器の不必要な使用は避け効率的な使用

に努める。 

・入浴時間の短縮や蛇口をこまめに閉める、洗濯回数を抑える等

により節水を心がける。 

・ボイラー等エネルギー供給設備は、高効率で運転できるように

調整する。 

施設の整備 

 

・通信指令センターの共同運用等、施設の統廃合について検討し

ていく。 

・エネルギー消費の多いパソコン、コピー機等のＯＡ機器及び、

電気冷蔵庫等の家電製品等の機器を省エネルギー型のものに

計画的に切り替える。 

・既存設備を含めたＬＥＤ照明の導入割合を２０３０年度まで

に１００％とする。 

・空調設備の更新、導入に当たっては温室効果ガスの排出が少な

い効率的な設備を採用する。 

・太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの導入について検討

していく。 

・ガス、灯油設備の更新時は、燃料効率の良い設備又は電気設備

へ切替える。 

・グリーン購入・環境配慮契約等を推進し省資源、省エネルギー

化に務める。 
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（２）公用車管理（燃料の使用）に対する取組 

項   目 取    組    内    容 

職員の行動

 

・車両点検時及び駐車中のアイドリングストップの実施。 

・遠方への出張等は公共交通機関を優先的に利用する。 

・車両運行は、常に安全運転を心がけ燃料効率の良い走行に努め

る。 

・ウェブ会議システムを活用し、職員及び来庁者の自動車利用の

抑制・効率化に努める。 

・近距離の用務には、徒歩に努める。 

車両の整備 

・公用車の更新、導入に当たっては、原則として低公害車、低排

出ガス車、電気自動車を検討する。 

・公用車は定期的に整備（オイル交換等）し、維持管理に努める。 

 

（３）その他の取組 

項   目 取    組    内    容 

職員の行動 

 

 

 

 

 

 

【用紙の節約】 

・プリンターでの印刷は、印刷範囲及び印刷部数等を必ず再確

認し、可能な限り両面印刷を行う 

・コピー機の使用時は必ずリセットボタンを押し、ミスコピー

を防止する 

・会議用資料や報告書等のページ数及び部数は必要最小限とし、

回覧、掲示板等の利用により資料の共有化を図る。・ 

・ペーパーレス化を推進し、電子データでの閲覧及び不必要な

印刷はしない。 

【グリーン購入法品の購入】 

・用紙類（コピー用紙・印刷用紙）は、再生紙を使用する。 

・事務用品等の購入における環境配慮製品の優先的選択 

【廃棄物の減量】 

・分別回収ボックス等を設置し、ごみの分別を図る。 

・物品の長期使用を心がけるとともに、故障等の際には修繕に

より再使用に努める。 

・使い捨て製品の使用や購入を抑制する。 

・物品の購入に当たっては、できる限りグリーン購入法適合品

とし、簡易包装を心がける。 
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第５章 進捗管理体制と進捗状況の公表等 

１ 推進体制 

実行計画を推進するために、各所属単位で取組むくものとし、次の推進体制により取り

組んでいくこととします。 

（１）実行計画の事務局は、総務課内に置く。 

（２）所属長（分署、出張所長を含む。）を計画推進責任者とし、係長以上の職にある者

を実施責任者とする。 

 

２ 結果の点検・評価 

実行計画は、Plan（計画）⇒ Do（実行）⇒ Check（評価）⇒ Act（改善）の 4 段階

（以下「PDCA という。」）を繰り返すことによって点検・評価・見直しを行います。ま

た、毎年の取組に対する PDCA を繰り返すとともに、実行計画の見直しに向けた PDCA

を推進します。 

事務局は、実行計画の進捗状況として、各所属における取組状況や数量的目標の達成

状況を整理して、進捗状況の点検・評価を行い、次年度の取組の方針を決定するものと

し、必要があると認められる場合には実行計画の改定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画（Plan） 

・取組方針・目標の決定 

・各所属に実行指示 

実行（Do） 

・各所属での取組推進 

・研修等の実施 

評価（Check） 

・「温室効果ガス総排出量」算定 

・活動実績等の点検・評価 

改善（Act） 

・結果の公表 

・次年度の取組方針見直し 
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３ 進捗状況の公表 

法第２１条第１５項の規定に基づき 1 年 1 回、前年度における実行計画に基づく措置

及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を組合ホームページで公表しま

す。 

 

４ その他特記事項 

（１）第３次実行計画策定に伴う参考文献 

・地方公共団体実行計画(事務事業編)策定・実施マニュアル(本編)   [R4 環境省] 

・地方公共団体実行計画(事務事業編)策定・実施マニュアル(簡易版)  [R4 環境省] 

・地方公共団体実行計画(事務事業編)策定・実施マニュアル(算定手法編)[R4 環境省] 

・地方公共団体実行計画(事務事業編)策定・実施マニュアル(事例集)  [R4 環境省] 

（２）温室効果ガス排出量の算定ツール 

・【基準年度の排出量】地方公共団体実行計画（事務事業編）温室効果ガス排出算定 

支援ツール「かんたん算定シート（Ver.4.0）」 

・【各 年 度 の 排 出 量】行計画策定・管理等支援システム 

Local Action Plan Supporting System（通称 LAPSS）」 

 

（３）実行計画の策定歴 

・平成１８年 ４月 紀勢地区広域消防組合地球温暖化対策実行計画策定 

・平成３０年 ４月 紀勢地区広域消防組合地球温暖化対策実行計画（第２次）策定 

・平成３０年１０月 第２次実行計画改定 

電気事業者の温室効果ガス排出係数を基準年度にさかのぼっ

て修正したことによる基準年度の温室効果ガス総排出量の修

正及び目標値の再設定。 

・令和 ５年 ４月 紀勢地区広域消防組合地球温暖化対策実行計画（第３次）策定 


